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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期
第３四半期
連結累計期間

第69期
第３四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 58,296 65,030 85,648

経常利益 （百万円） 4,396 5,975 7,364

親会社株主に帰属する四半期

（当期)純利益
（百万円） 2,835 3,952 4,602

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,886 4,121 5,680

純資産額 （百万円） 39,836 45,014 41,631

総資産額 （百万円） 74,854 78,895 75,691

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 53.84 75.05 87.40

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 53.2 57.1 55.0

 

回次
第68期
第３四半期
連結会計期間

第69期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.71 27.20

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における建設業界は、政府建設投資は前年度に比べると減少に転じているものの、民

間建設投資につきましては、企業の設備投資や民間住宅投資の改善が継続するなど、全体としては堅調に推移しま

した。

　このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における受注高は、当社及び国内連結子会社

において大型の建築工事を受注したことに加え環境修復工事におきましても受注が増加したことにより、前年同期

比8.5％増の861億２千５百万円となりました。

　売上高は、手持工事の施工が順調に進捗したことにより、前年同期比11.6％増の650億３千万円となりました。

　利益面では、売上高が増加したことに加え、売上高総利益率の改善により、売上総利益は前年同期比20.3％増の

122億４百万円となりました。これにより、営業利益は前年同期比42.0％増の58億３千万円（前年同期は、41億６

百万円の利益）、経常利益は前年同期比35.9％増の59億７千５百万円（前年同期は、43億９千６百万円の利益）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比39.4％増の39億５千２百万円（前年同期は、28億３千５百

万円の利益）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

「建設事業」

 建設事業の連結売上高は、646億２千７百万円となりました。

「その他」

　　　その他事業の連結売上高は４億３百万円であり、主なものは建設資材等の販売であります。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

　 たに生じた課題はありません。

　　（3）研究開発活動

　 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億９千１百万円であります。

　 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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　　（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、資材価格や労務価格の一段の上昇が懸念されますが、公共建設投資の増加

により受注環境の改善が期待されるなど、堅調に推移するものと考えられます。

 このような状況のなか、当社グループ全体で事業量を確保するとともに収益力の向上を図るため、以下の課題を実

施してまいります。

① 安全衛生管理の徹底

  より信頼される企業を目指し、品質の確保はもちろんのこと、労働安全衛生法など関係法令を遵守し、作業

  手順に沿ったリスクアセスメントをさらに定着させ、労働災害の減少・重大災害の撲滅に努めてまいりま

  す。

 

② 専業土木事業分野におけるグループ経営体制の強化

  経営資源を有効に活用した営業体制の強化と経費の圧縮などコストダウンを徹底することで経営基盤を固め

  るとともに、地域子会社の特性を生かした営業活動により、グループ経営体制の強化と事業量の確保に努め

  てまいります。

 

③ 建築事業分野での事業規模の確保

  安定的成長を目指し、安全・品質を確保することで顧客満足度の向上に注力し、長期的かつ継続的な信頼確

　 保に努めることで事業量の確保に努めてまいります。

 

④ 海外事業分野での事業規模拡大

　 徹底した市場調査を行うことによるリスク評価を充実させることを念頭に、市場規模の拡大を目指すととも

  に、組織充実を図り経営基盤を強化し事業量の確保に努めてまいります。

 

⑤ 技術開発への取組

　 急激に変化する時代と顧客ニーズに迅速に対応し、将来の基盤となる新技術開発の推進と新しい事業領域を

  確保するため、専業土木事業分野において、開発部門の組織の見直しと体制の充実を図ってまいります。

 

⑥ 財務基盤の強化

固定費の更なる削減に取り組み、厳しい市場環境下にあっても安定した利益を確保できるよう、収益力を強

化するとともに、工事代金の早期回収によりキャッシュ・フローの改善を図り、また、保有資産の有効活用

等を進め資産効率を向上させ、強靭な財務体質の構築に努めてまいります。
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　（5）生産、受注及び販売の実績

① 受注実績

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

建設事業      

斜面・法面対策工事  26,668 18,120 25,402 17,363

　法面保護工事  15,988 11,236 15,456 10,102

　地すべり対策工事  10,680 6,883 9,945 7,260

基礎・地盤改良工事  28,066 17,305 25,091 15,937

補修・補強工事  2,386 1,968 2,575 1,800

環境修復工事  4,196 1,983 6,878 4,870

一般土木工事  8,142 13,180 5,665 11,537

建築工事  9,009 8,024 19,417 21,378

その他工事  880 370 1,094 414

合計 79,351 60,952 86,125 73,301

（注）1　当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

     2　管きょ工事は金額が僅少であるため、当事業年度より区分表示を一般土木工事に含めて表示しており

　　　　 ます。

 

② 売上実績

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

建設事業  57,769 99.1 64,627 99.4

斜面・法面対策工事  17,565 30.2 19,798 30.5

　法面保護工事  10,539 18.1 12,952 19.9

　地すべり対策工事  7,025 12.1 6,846 10.6

基礎・地盤改良工事  20,114 34.5 22,244 34.2

補修・補強工事  1,630 2.8 1,959 3.0

環境修復工事  3,677 6.3 3,279 5.0

一般土木工事  4,768 8.2 7,166 11.0

建築工事  8,765 15.0 9,081 14.0

その他工事  1,246 2.1 1,096 1.7

その他 527 0.9 403 0.6

合計 58,296 100.0 65,030 100.0

（注）1　セグメント間での取引については相殺消去しております。

　　　2　管きょ工事は金額が僅少であるため、当事業年度より区分表示を一般土木工事に含めて表示しており

　　　　 ます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 198,000,000

計 198,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,804,450 57,804,450
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式

であり、単元

株式数は100株

であります。

計 57,804,450 57,804,450 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

－ 57,804,450 － 6,119 － 6,358

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 5,144,900
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,610,200 526,102 同上

単元未満株式 普通株式　　 49,350 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 57,804,450 － －

総株主の議決権 － 526,102 －

(注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

ライト工業株式会社
東京都千代田区

九段北４-２-35
5,144,900 － 5,144,900 8.90

計 － 5,144,900 － 5,144,900 8.90

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 17,543 18,686

受取手形・完成工事未収入金等 25,305 ※２ 24,671

有価証券 1,100 2,999

未成工事支出金 8,350 8,929

商品及び製品 19 23

仕掛品 2 2

材料貯蔵品 255 256

繰延税金資産 489 513

未収入金 130 51

その他 733 1,041

貸倒引当金 △101 △98

流動資産合計 53,829 57,078

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 3,756 3,476

機械・運搬具（純額） 1,468 1,691

土地 8,737 8,224

リース資産（純額） 611 410

建設仮勘定 1 18

その他（純額） 359 341

有形固定資産合計 14,935 14,163

無形固定資産 124 127

投資その他の資産   

投資有価証券 3,830 4,401

その他 3,546 3,591

貸倒引当金 △574 △467

投資その他の資産合計 6,802 7,525

固定資産合計 21,861 21,816

資産合計 75,691 78,895
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 18,407 16,754

短期借入金 700 700

1年内返済予定の長期借入金 15 15

未払法人税等 1,743 1,374

未成工事受入金 6,532 8,875

完成工事補償引当金 137 122

工事損失引当金 35 35

未払費用 1,546 1,287

その他 2,592 2,933

流動負債合計 31,711 32,099

固定負債   

長期借入金 140 128

退職給付に係る負債 435 187

長期未払金 41 41

リース債務 344 239

再評価に係る繰延税金負債 1,054 913

その他 331 269

固定負債合計 2,348 1,781

負債合計 34,059 33,881

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,119 6,119

資本剰余金 6,358 6,358

利益剰余金 31,262 34,749

自己株式 △1,700 △1,700

株主資本合計 42,040 45,526

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 889 760

土地再評価差額金 △716 △988

為替換算調整勘定 790 814

退職給付に係る調整累計額 △1,372 △1,099

その他の包括利益累計額合計 △409 △512

純資産合計 41,631 45,014

負債純資産合計 75,691 78,895
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高   

完成工事高 57,769 64,627

兼業事業売上高 527 403

売上高合計 58,296 65,030

売上原価   

完成工事原価 47,711 52,497

兼業事業売上原価 440 329

売上原価合計 48,152 52,826

売上総利益   

完成工事総利益 10,057 12,129

兼業事業総利益 87 74

売上総利益合計 10,144 12,204

販売費及び一般管理費 6,038 6,374

営業利益 4,106 5,830

営業外収益   

受取利息 31 27

受取配当金 50 62

受取保険金 103 3

受取賃貸料 42 113

為替差益 134 18

その他 68 53

営業外収益合計 431 277

営業外費用   

支払利息 20 18

支払手数料 74 8

支払保証料 25 14

賃貸収入原価 － 32

その他 19 58

営業外費用合計 141 132

経常利益 4,396 5,975

特別利益   

固定資産売却益 39 5

退職給付制度終了益 169 －

投資有価証券売却益 － 105

受取和解金 － 268

特別利益合計 208 379

特別損失   

減損損失 － 315

関係会社整理損 － 14

建替関連損失 － 10

ゴルフ会員権評価損 － 7

固定資産除売却損 20 23

退職特別加算金 6 －

特別損失合計 26 371

税金等調整前四半期純利益 4,579 5,982

法人税、住民税及び事業税 1,712 2,192

法人税等調整額 31 △161

法人税等合計 1,743 2,030

四半期純利益 2,835 3,952

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,835 3,952
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 2,835 3,952

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 218 △128

為替換算調整勘定 453 23

退職給付に係る調整額 378 273

その他の包括利益合計 1,050 169

四半期包括利益 3,886 4,121

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,886 4,121

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させる

ため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 25百万円 41百万円

 

２　偶発債務

下記の団体の住宅建設に係る借入金に対して、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

－ － （一社）気仙沼地域住宅生産者ネットワーク 276百万円

上記金額は他社分担保証額を除いた当社及び連結子会社の保証債務額を記載しております。

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －百万円 229百万円

   

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

　当社グループの主たる事業である建設事業においては、工事の完成計上が第４四半期連結会計期間に偏ると

いう季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 781百万円 1,022百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 526 10.0  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 737 14.0  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 57,769 527 58,296

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 1,027 1,027

計 57,769 1,555 59,324

セグメント利益 4,067 40 4,107

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及

び訪問介護事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,067

「その他」の区分の利益 40

セグメント間取引消去 △1

四半期連結損益計算書の営業利益 4,106

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　    該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 64,627 403 65,030

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 1,148 1,148

計 64,627 1,551 66,178

セグメント利益 5,798 31 5,830

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及

び訪問介護事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,798

「その他」の区分の利益 31

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 5,830

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当社の西日本支社の独身寮の売却等の意思決定に伴い、廃棄する予定の固定資産につき帳簿価額を回収可能金

額まで減額し、減損損失を計上しております。計上額は「建設事業」セグメントで315百万円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 53円84銭 75円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,835 3,952

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,835 3,952

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,660 52,659

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

ライト工業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　俊夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　愛雄　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライト工業株式
会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平
成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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